














　3 － 1．産業連関表を用いた 2 部門分析のフレームワーク
　3 － 2．部門内と部門間の波及効果




経験した。当初は「失われた 10 年」とよばれ，2002 年からは戦後最長の「いざなぎ景気」超えの
景気回復もあったように喧伝された。しかし，国民の大多数は景気回復を実感できず，平均賃金の
























　平成 16 年（2004 年）版「経済財政白書」では，地域間の経済格差－地域ブロック・都道府県の
経済格差－を分析している。2003 年度の経済成長率が 3％を上回り，失業率も低下していることを
指摘し，経済のグローバル化を推進する立場から，地域においてもいっそうの構造改革が必要であ
るという基本的認識からの分析である。同白書平成 18 年版では，1990 年代に縮小した地域の経済
格差が，2000 年代に入り再び拡大傾向を見せていることが指摘されている。本稿では，白書の分
析と比較しつつ地域の経済格差を検証する。



























































シェアとの相関係数を求める。47 都道府県について，1965 年度には 0.826 ときわめて相関が高いが，




1990 年に 20.1%，2010 年には 9.8％と 44 位である。その一方，東京都の豊かさは「東京一極集中」
と言われるように，群を抜いて増進している。
　47 都道府県について，さらに，東京都を除いた 46 道府県の 5 年毎について，一人当たり県内総
生産と製造業比率との相関係数を算出した。その一部をまとめたのが表 1である。東京都を含むケー
スでは，相関係数が一貫して低下している。一人当たり県内総生産の平均より上位の地域について
は，低下の程度が著しく，1980 年度にはほとんどゼロとなり 1995 年度からはマイナスである。東
京都の一極集中が際立っているのである。
　46 道府県の相関係数については，1965 年の 0.858 から第 1 次石油ショック後の 75 年に 0.677 ま
27	 産業構造と地域間の経済格差−北海道を事例とした産業連関分析−





47 都道府県 東京都を除く 46 道府県
上位地域 下位地域 上位地域 下位地域
1965 年度 0.826 0.677 0.702 0.858 0.780 0.662 
1975 年度 0.563 0.277 0.372 0.677 0.611 0.461 
1990 年度 0.419 -0.098 0.449 0.677 0.617 0.460 
2005 年度 0.369 -0.265 0.461 0.742 0.631 0.473 















ない。先進 19 ｶ国について，国民一人当たり GNI（千ドル）と鉱業・製造業就業者比率とを相関さ
せて図 2 に示す（2006 年データ）。
28 経営と経済　48巻 1・2号
 図 2 一人当り GNI（千ドル・横軸）と鉱業・製造業の労働力割合（％・縦軸）：







































当たり県内総生産は 47 都道府県中 17 位であり，製造業比率は 36 位であった。その後，北海道の
製造業比率は一貫して低下し，第 1 次石油ショック直後の 1975 年には 44 位まで低下したが，一人
当たり県内総生産では 24 位であり，製造業比率の低下の一方で，一人当たり GDP は全国平均の









年度 1960 65 70 75 80 85 90 95 2000 05 10
全国平均 142 280 606 1,206 1,879 2,399 3,177 3,509 3,729 3,644 3,547 
北海道 161 297 580 1,193 1,903 2,321 3,001 3,461 3,615 3,428 3,303 
同順位　A 14 17 23 24 22 26 27 24 26 27 31
同順位　B － 35 38 44 45 46 46 46 46 46 46




























































図 5　全国を 100 とした北海道の生産性
　次に，サービス産業の各業種について同様の分析を加える。「県民経済計算」の「産業」のうち
から「サービス産業」と分類した 5 業種，つまり卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，運輸・
通信業，サービス業について，全国の労働生産性を 100 とした北海道の数値を試算したのが図 6 で
ある。期間は 1970 年度～ 2010 年度で，5 年毎の数値である。












3 − 1．産業連関表を用いた 2 部門分析のフレームワーク
　経済が発展し，農業部門から工業部門への労働力供給が無理となる「成熟化」の段階からさらに，
工業部門からサービス部門に労働力が流出する段階を「脱工業化」と言うが，わが国では脱工業化



















産業連関表」である。同地域産業連関表は，1970 年 43 部門表から 5 年毎に 2005 年 53 部門表まで
利用可能であるが，分析の整合性を図るため，筆者がもの部門 21 産業，サービス部門 6 産業の 27
産業部門に組み直した 7）。













である。ものおよびサービス部門の変数に，それぞれ G および S の添え字をつけて，先の（1）式は，
 （4）



































図 7　もの部門とサービス部門の内部波及効果と相互依存：1970 年− 2005 年
 注）B および M は 2005 年に数値で，カッコ内が北海道の数値。 は変化率。
　上記のフレームワークに基づき，もの部門 21，サービス部門 6 のそれぞれの部門内部の波及効
果を計測できる。さらに両部門の相互依存関係の変化に特徴があり，興味深い。逆行列係数からみ













～ 2005 年 1970 年 1985 年 1990 年 2005 年
B* -5.40% -3.55% -5.71% 55.4922 54.2518 52.4954 52.3234
B -8.57% -7.57% -11.33% 37.5707 36.0396 34.3527 33.3127
B1 14.60% 12.03% 25.46% 4.8554 5.4374 5.5645 6.0917
B2 -34.86% -21.45% -37.43% 1.5553 1.2391 1.0132 0.9732
T 3.13% 3.12% 4.55% 7.5372 7.6421 7.7730 7.8803
T1 -23.91% -15.61% -25.13% 1.1060 0.9813 0.8416 0.8281
T2 29.26% 28.22% 52.42% 3.5190 4.1833 4.5486 5.3638







～ 2005 年 1970 年 1985 年 1990 年 2005 年
B* -8.82% -4.12% -8.03% 41.8106 40.1065 38.1223 38.4524 
B -12.05% -8.37% -14.10% 29.3647 27.5291 25.8255 25.2238 
B1 0.43% 20.38% 16.91% 3.3834 3.2860 3.3981 3.9557 
B2 -37.59% -39.88% -43.68% 0.7571 0.7093 0.4725 0.4264 
T 5.15% 2.09% 7.51% 6.8476 7.2112 7.2002 7.3621 
T1 -24.07% -31.37% -27.24% 0.5834 0.6185 0.4429 0.4244 
T2 7.56% 36.54% 35.35% 3.1302 3.1028 3.3669 4.2367 






　ただ，サービス部門のシェアが拡大すれば，内部乗数 T や総波及効果 M が増加することは当然
である。産業連関の観点から注目すべきは，拡大するサービス部門が他部門に及ぼす生産波及効果
である。サービス部門の生産がもの部門の生産に直接的に波及する効果が T1 で，もの部門のサー
























　ところで，70 年代から 90 年にかけては，石油価格の急騰，為替の自由変動制への移行，円高の
進行，賃金上昇等があり，わが国の製造業・第二次産業のウエイトが徐々に低下し，製造業におい

























卸売・小売業 金融・保険業 不動産業 運輸・通信業 サービス業
56 ～ 60 年度 11.810% 4.514% 2.101% 0.551% 0.777% 1.057% 0.674%
61 ～ 65 年度 15.799% 5.131% 2.617% 0.937% 0.926% 1.410% 1.609%
66 ～ 70 年度 17.983% 6.404% 3.070% 0.842% 1.395% 1.386% 1.813%
71 ～ 75 年度 15.127% 4.255% 2.999% 0.944% 1.200% 1.008% 2.034%
76 ～ 80 年度 10.089% 3.140% 1.644% 0.484% 1.029% 0.729% 1.472%
81 ～ 85 年度 5.968% 1.812% 0.761% 0.369% 0.718% 0.419% 1.349%
86 ～ 90 年度 7.148% 1.618% 1.061% 0.461% 0.937% 0.550% 1.452%
91 ～ 95 年度 1.410% -0.074% 0.071% -0.090% 0.459% 0.181% 0.680%
96 ～ 00 年度 0.728% -0.413% 0.245% 0.406% 0.293% 0.004% 0.970%
01 ～ 05 年度 0.039% -0.160% -0.199% 0.225% 0.185% -0.041% 0.171%
06 ～ 10 年度 -1.668% -0.686% -0.229% -0.527% 0.127% 0.696% -0.821%
出所）「県民経済計算」より算出。
注）「その他」部門を除いてある。部門の分類は，2 － 2 と同様である。
　製造業の寄与度は，1991 年度からマイナスである。サービス部門の寄与度の平均値は，プラス
を維持していたが 2006 ～ 2010 年度に初めてマイナスとなり，⊖0.754% である。その要因は，金融・
保険業とサービス業に帰因する。2007 年にサブプライムローン問題，翌年にリーマン・ショック
があり，世界的金融危機と消費の減退があったことによるものであろう。
　筆者が入手できた地域産業連関表は，2005 年までのものである。比較可能な 1970 年から，もの
部門（21 部門）の投入係数平均値は低下してきた。低下は 1995 年まで続いたが，2000 年，2005
年と再び上昇している。もの部門の自部門からの投入係数が上昇している。2010 年のデータはな




表 5 − 1　全国もの部門（21）・サービス部門（6）投入係数平均値
1970 年 1985 年 1995 年 2005 年
G 部門 S 部門 G 部門 S 部門 G 部門 S 部門 G 部門 S 部門
投入係数
G 部門 0.4798 0.1513 0.4736 0.1339 0.4083 0.1054 0.4472 0.1205 
S 部門 0.1374 0.2109 0.1604 0.2195 0.1915 0.2355 0.1964 0.2418 
国内産品
投入係数
G 部門 0.4228 0.1441 0.4014 0.1259 0.3533 0.0982 0.3464 0.1079 







3 − 4．2 部門の寄与度：北海道の場合
　北海道については参照すべき TFP 分析を有しないが，先の図 4 および 5 に関連させ，北海道と
全国の寄与度分析を産業連関分析と比較しつつ検討しよう。先ず，産業成長に対する製造業とサー
ビス部門（卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，運輸・通信業，サービス業から構成される）









表 5 − 2　北海道もの部門（21）・サービス部門（6）投入係数平均値
1970 年 1985 年 1995 年 2005 年
G 部門 S 部門 G 部門 S 部門 G 部門 S 部門 G 部門 S 部門
投入係数
G 部門 0.4982 0.1418 0.4922 0.1519 0.4049 0.1132 0.4287 0.1315 
S 部門 0.1348 0.1332 0.1429 0.1964 0.1902 0.2212 0.2085 0.2283 
道内産品
投入係数
G 部門 0.2578 0.0836 0.2277 0.0861 0.1711 0.0587 0.1570 0.0588 
S 部門 0.1258 0.1204 0.1228 0.1694 0.1523 0.1818 0.1633 0.1845 
注）G 部門は［もの部門］，S 部門は［サービス部門］である。
40 経営と経済　48巻 1・2号
　北海道におけるもの部門の投入係数平均値は，1970 年の 0.6330 から 2005 年度には 0.6372 とほ




51.75％から 2005 年の 36.62% へと大きく低下し，もの部門のサービス部門からの投入については
1970 年の 93.37% から 2005 年の 78.32％へとやはり大きく低下している。サービス部門内部におい
ても 1970 年の 90.38％から 2005 年の 80.82％へと低下幅が大きい。全国よりもかなりシェアが大き
いサービス部門において，中間投入財の道内産品調達比率が大きく低下しているのである。全国に
較べて，道内における産業の相互依存関係が急速に薄れているのである。
　経済企画庁『日本経済の現況』（1990）では，上記 2 部門の相互連関性を分析している。表 3 に加え，
さらに B2M および MB1 を算出する。これらは，
　B2M：サービス部門の総需要に誘発されるもの部門の内部波及
　MB1：もの部門が誘発するサービス投入に誘発されるサービス総投入




1970 年 1980 年 1990 年 2005 年 1970 年 1980 年 1990 年 2005 年
B2M 2.0900 2.2262 1.3861 1.2881 0.8942 1.0606 0.5748 0.5192 
MB1 6.3118 6.6142 7.4660 8.3811 4.0713 4.4986 4.1279 4.9437 
　北海道におけるこれらの関係を表 6 にまとめた。『日本経済の現況』の結果に加え，時系列的変
化と，北海道の特徴が見える。MB1 は 1970 年当時から徐々に増加し，もの部門発のサービス総投
入効果が拡大しているが，逆にサービス部門発のもの部門内部波及効果は低下している（B2M の





























































よる経済効果は，Wilson, J. F. and A. Popp （2003）































全地域 上位地域 下位地域 全地域 上位地域 下位地域
1960 年度 29.236 20.197 11.147 1.578 15.590 1.612 -0.120
1965 年度 25.367 19.437 12.801 1.478 15.890 1.501 0.058
1970 年度 24.467 17.564 14.225 1.463 12.622 1.720 -0.870
1975 年度 18.796 15.210 8.224 1.305 19.039 2.908 -0.346
1980 年度 19.128 15.246 8.983 1.310 18.632 3.067 -0.427
1985 年度 21.066 18.116 8.594 1.328 25.626 3.551 -0.019
1990 年度 24.215 21.970 8.905 1.356 30.692 3.665 0.146
1995 年度 20.616 18.635 8.595 1.298 28.442 3.661 -0.359
2000 年度 19.346 18.179 8.682 1.265 30.191 3.772 -0.534
2005 年度 19.798 18.383 8.255 1.290 27.982 3.362 -0.573





5）「通商白書」におけるサービス産業とは，日本標準産業分類（2002 年 3 月改定）における H 情
報通信業，I 運輸業，J 卸売・小売業，K 金融・保険業，L 不動産業，M 飲食店，宿泊業，N 医療，



















筆者が組み直した産業分類は下表のごとくであり，1 ～ 21 を「もの部門」，22 ～ 27 を「サービス部門」
とする。経済企画庁（1990）においても，出版・印刷業をサービス部門に含めて本稿と同様の分析
が行われている。対象期間は，1975 年～ 85 年の 10 年間で，もの部門の自立的発展とそれに従属
的なサービス部門，という分析結果が提示されている。
産業分類
番号 部門名 番号 部門名 番号 部門名
1 農林水産 10 窯業・土石製品 19 他の製造業
2 鉱業 11 鉄鋼 20 建築土木
3 食料品 12 非鉄金属 21 電気・ガス・水道
4 繊維製品 13 金属製品 22 出版・印刷
5 木材・家具 14 一般機械 23 商業
6 パルプ・紙 15 電気機械 24 金融・保険・不動産
7 化学製品 16 自動車 25 運輸・通信
8 石油・石炭 17 他の輸送用機械 26 サービス
9 プラスチック・ゴム 18 精密機械 27 公務
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